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特 集 Ⅱ

国際比較パネル調査による少子社会の要因と政策的対応に関する総合的研究

―「世代とジェンダー」に関する国際比較研究（フェーズⅡ）―（その２）

離家とその規定要因：日本・ドイツ・イタリアの比較を通じて

田 渕 六 郎＊

Ⅰ 研究の背景と意義

過去数十年の間，先進諸国では，少子高齢化の進展や若年層を取り巻く経済環境の変動

によって，若者にとっての成人期への移行のあり方は大きく変化してきた（佐藤 2008）．

こうした変化を背景として，少子化に関連する行動としての若者の離家および親との同居

に対して学術的な関心が高まっている（山田 1999;Iacovou2002）．若年期から成人期へ

の移行を特徴付けるライフイベントである離家の遅れは，親世帯からの独立の遅れを意味

するのみならず，少子化の要因である晩婚化にも密接に関わっている．少子化が進む諸国

について，比較社会学的視点から，いかなる要因が離家に関連しているのかを新しいデー

タを用いて明らかにすることは，晩婚化の進展にかかわるメカニズムについての知見を深

めるとともに，若年層の成人期への移行をめぐる問題の所在を明らかにし，ひいては少子

化への具体的な対策を検討する上で，きわめて重要な課題である．
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少子化の社会的背景である離家行動とその規定要因について，国際比較の視点から明らかにする

ことをねらいとして，顕著な少子化という共通性を持つ日本・ドイツ・イタリアについて，離家の

パターンと離家タイミングの規定要因について比較分析を行った．使用したデータは，日本GGS

データのWave2（2007年）およびドイツ・イタリアのGGSデータである．1954年以降コーホート

が15歳から34歳までの間に経験した離家タイミングについて，記述的比較とイベント・ヒストリー

分析による比較を行った．

分析の結果，（1）離家タイミングについては，三ヶ国の違いの程度が小さくなく，離家タイミン

グの変化についても異なる傾向が見られること，（2）本人や父親の社会経済的地位が離家タイミン

グに及ぼす影響は三ヶ国で異なっていること，（3）社会経済的地位の影響がコーホートによって異

なる程度は三ヶ国で異なること，などが明らかにされた．

これら結果を踏まえて，社会経済的地位と離家の遅れとの間に見られる関係を国際比較の観点か

ら明確にしていくために検討が求められる分析的な課題および政策的なインプリケーションを指摘

した．
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こうした関心にもとづき，本論文では，イタリアと日本の家族変動を比較したこれまで

の研究も踏まえ（Tabuchi2008），超少子化や晩婚化といった人口学的側面について共通

性を持つ日本・ドイツ・イタリアについて，若者の離家行動とその規定要因について比較

分析することを研究の目的とする．

Ⅱ 離家にかんする先行研究

日本・ドイツ・イタリアにおける離家については，各国の研究あるいは比較研究という

かたちで多くの研究が行われてきた．ここでは離家のタイミングに関連するものを中心に，

とくに離家タイミングを規定する要因として親の社会経済的地位の影響に焦点を当てなが

ら概観する．

日本についての先行研究は，世帯動態調査データを用いて離家の動向や離家タイミング

を検討した鈴木（2003；2007），日本全国家族調査データを用いた福田（2003），嶋崎・澤

口（2004）が主要なものである．まず第5回世帯動態調査データ（2004年）を用いた鈴木

（2007）は，離家年齢の上昇が男女ともに観察されることを指摘している．1974～79年コー

ホート（調査時点で25～29歳）の半数が離家する年齢は，男性で22.8歳，女性で24.2歳に

達しており，それ以前のコーホートに比べて上昇傾向にあること，25歳時点の離家未経験

割合は1979～84年コーホートでは男女ともに50％に達していることなどが報告されている．

なお，日本における離家タイミングの性差については，鈴木（2003）が指摘する通り，日

本では女性よりも男性の方が最初の離家を経験するのが早く，結婚タイミングの性差を反

映して女性の方が早く離家する欧米とは対照的である．

日本における離家の規定要因にかんする研究として，家族社会学会が実施した全国家族

調査（NFRJ98）データを用いた福田（2003）は，最初の離家経験年齢を被説明変数とし

て，離家経験全体ならびに離家の理由（進学，就職，結婚）別に離散時間ロジットモデル

による分析を行っている．それによれば，男女ともに父親が高等教育を受けていること，

経営・管理職であることは進学による離家を早める効果を及ぼしている．また女性では，

15歳までに片親が死去している場合に離家が早まる傾向が近年のコーホートでは強まって

いることなども報告されている．

同じくNFRJ98データを用いた澤口・嶋崎（2004）は，離家タイミングについて主に

出身階層の効果に注目して離散時間ロジットモデルによる分析を行い，父親の学歴や職業

の影響は男性の学卒や就職による離家を早めているが，結婚による離家については男女と

も有意でなく，総じてその効果は小さいと指摘している．この点に関連して，離家の分析

ではないが，1992年の出生動向基本調査データを用いて結婚タイミングにかんするイベン

トヒストリー分析を行ったRaymo（2003）は，親と同居する者と別居する者それぞれに

ついて，男女・コーホート別に離散時間ハザードモデルを推定し，親同居者の結婚確率に

影響を与える要因として父親の職業や母親の雇用形態は限られた効果しか示していなかっ

たと報告している．
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つぎにドイツ・イタリアにかんする先行研究を概観する．超少子化という点で類似した

人口変動を経験している両国であるが，離家タイミングにかんする傾向は大きく異なる．

大規模調査に基づく幾つかの推計をみると，1992年にドイツ，1995-96年にイタリアでそ

れぞれ実施されたFertilityandFamilySurvey（以下FFS）による推計では，1960年代

前半出生コーホートの離家年齢中央値は，ドイツでは男性23歳，女性21歳であるのに対し

て，イタリアでは27歳，24歳であった（Hullen2001;Ongaro2001;Billarietal.2001）．

同様に，1994年ECHPデータからの集計でも，離家年齢の中央値はドイツで男性24.8歳，

女性21.6歳に対して，イタリアでは男性29.7歳，女性27.1歳となっており，大きな開きが

ある（Iacovou2002:46）．これら調査結果からみる限り，ドイツの離家年齢は欧州諸国の

なかでは比較的低いグループに属しているのに対して，イタリアやスペインは相対的に高

い水準を示していることになる１）．

こうした違いが見られる直近の理由として，離家の生じる理由の違いと，パートナーシッ

プ形成のあり方の違いがあることが指摘されてきている．FFSデータを用いて1950年前

後から1972年までのコーホートを比較した推計によれば，離家経験者で離家とほぼ同時に

パートナーシップ形成を経験した者の割合は，旧西ドイツでは男性34％，女性50％に対し

て，イタリアでは男性67％，女性81％であり，ドイツで見られる就学やその他の理由によ

る離家はイタリアでは相対的に少なく，逆にイタリアでは離家と結婚との結びつきが強い

という特徴が見られたとされる（Rusconi2006:97,161）．こうした離家理由の違いを日本

の「世帯動態調査」と比較する限り，日本の離家理由の分布はイタリアよりも西ドイツに

近いと判断できる．なお，コーホートによる変化を比較した場合，ドイツでは離家と最初

のパートナーシップとがほぼ同時に発生する割合は低下傾向にあるのに対して，イタリア

では大きな変化は見られないとされる（Hullen2001;Ongaro2001）．

こうした知見は，離家にかんする比較を行う上では，成人期への移行に関連する様々な

人口学的出来事の生じるタイミングに多様性があることに留意する必要があることを示唆

する．1994年から98年のECHPデータにより，Schizzerottoら（2004）は1960年代末か

ら1983年までのコーホートに限定して，初職に就いたタイミングと初婚タイミングとにつ

いてEU14ヶ国の比較を行っている．それによれば，初職に就いたタイミングではドイツ

は14ヶ国平均よりも早く，イタリアは最も遅い．一方で初婚タイミングについてはドイツ

は平均に近く，イタリアは平均よりもやや高い．

離家タイミングの変化の傾向も，ドイツとイタリアでは異なっている．イタリアについ

て，1998年の全国調査データによれば，男性，女性ともに1945年前後のコーホートを底と

して離家年齢中央値の上昇が観察されており（Barbaglietal.2003:40），この点では日本

と共通した傾向を示している．これに対してドイツでは，イタリア・日本とは異なる傾向

が観察される．KonietzkaとHuinink（2003）は，1980年代後半に実施されたドイツラ

イフヒストリー調査と2000年に実施された家族調査（DJI-Familien-Survey2000）デー
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1）Aassveら（2002）は，FFSデータおよびECHPデータに基づいて離家タイミングを欧州の複数諸国につ

いて比較し，西ドイツをフランスと同じ「大陸ヨーロッパ」に分類し，イタリアやスペインを含む「南部ヨー

ロッパ」と区別している．



タを用いて，旧西ドイツ地域出身者の1920年前後から1970年代後半に至る幅広いコーホー

トについて，最後の離家を経験した年齢の中央値を比較している．それによれば，男性に

ついては1919-21年コーホートで26.9歳であった中央値は，最も新しい1975-78年コーホー

トでは22.8歳と約4歳，女性についてはそれぞれ26.0歳から20.8歳へと約5歳低下した

（ただし男性は1959-61年コーホート以降，女性は1949-51年コーホート以降は目立った変

化が見られない）と報告されている．こうした変化についてKonietzkaらは，同棲や単

身での生活というライフスタイルへの許容度が高まり，離家が結婚というライフイベント

と結びつかなくなってきたという解釈を提示している．

最後にドイツ・イタリアにおける離家の規定要因にかんする研究を概観する．FFSデー

タを用いてイタリアと旧西ドイツを比較したRusconi（2006）は，ドイツとイタリアに共

通して，親の離婚を経験している場合に結婚や同棲以外の理由による離家は早まる傾向が

あるが，結婚や同棲による離家にはほとんど効果を及ぼさないこと，イタリアでは父親の

学歴が高い場合に結婚や同棲以外の理由による離家が早まる効果が見られたことを報告し

ている２）．

イタリアについて同じFFSデータを用いて分析したOngaro（2001）も，父親の学歴

は男女ともに離家タイミングに影響していないと述べる．ECHPデータを用いた分析で

は，離家年齢ではないが，Schizzerottoら（2002）が最初のパートナーシップ形成年齢に

かんするイベント・ヒストリー分析を行っており，父親の階層による違いはほとんど見ら

れないとしている．これに対して，前述のBarbagliら（2003）は，多変量解析ではない

が，父親の階層とコーホート別に離家年齢の中央値を集計し，出身階層が高いほど離家年

齢は概して遅い傾向があるが，関連は男性より女性で強く，女性では新しいコーホートで

も階層の影響は依然としてみられると指摘している．このように，イタリアについては離

家に及ぼす出身階層の影響は限定的であるとする知見が支配的である．

ドイツのみの分析として，Juangら（1999）は，1996年に実施された ShellYouth

Study調査データを分析し，旧西ドイツ地域の女性については親の離婚を経験している

場合に離家が早まる傾向が見られたことなどを報告している．1998-1999年のドイツライ

フヒストリー調査データを用いたJacobとKleinert（2008）は，旧西ドイツ地域の1964

年コーホートと1971年コーホートについて「初めて自分自身の世帯を形成した」年齢（ほ

とんどが初めての離家年齢に相当）を従属変数とした離散時間ロジットモデルによる推定

を行い，父親の職業的地位が高い場合にはパートナーシップ形成以外の理由による離家が

早まるという知見を得ている．これらは上述のようにドイツでは離家の多くが家族形成と

は別の要因で生じていることと関係していると考えられるが，ドイツにおける離家は若者

の出身階層と一定の関連を示していることが先行研究からは確認される．

以上から，日本・ドイツ・イタリアにおける離家タイミングは国による独自性が小さく

ないとともに，その規定要因にも違いがみられることが分かる．若年層の置かれた社会経

―31―

2）ドイツの FFS調査では父親の階層に関する変数は測定されていないため，この点にかんする Rusconi

（2006）の比較は部分的にとどまっている．



済的な状況が離家や結婚と強く関連しており，そうした関連について知ることは政策的に

も重要であることから，これら3ヶ国について社会経済的な地位と離家タイミングとの関

連について比較分析することは優先的な研究課題となるだろう．そこで以下では，とくに

父親の社会経済的地位の効果に照準を当てた比較分析を試みる．その際，先行研究では十

分に検討されてこなかった論点として，過去数十年の間に若者の階層移動のあり方も変化

してきたことを踏まえ，父親の社会経済的地位が離家タイミングに与える効果が国によっ

てどう異なるかということに焦点を当てる．また，そうした効果が出生コーホートによっ

てどう異なるかにも関心を向けながら三ヶ国を比較することとしたい．

Ⅲ データと変数

本稿で使用したデータは，日本が「結婚と家族に関する国際比較調査」（以下，日本

GGS）データのWave2（2007年），ドイツがドイツGGSWave1データ（2005年），イタ

リアがイタリアGGSWave1データ（Multi-purposeFamilySurvey,2003年）である．

いずれのデータも調査時点で18歳以上（日本GGSはWave2時点で21歳以上）男女を対

象としているが，比較可能性を考慮し，本稿の分析対象は1954年以降生まれのコーホート

に限定した．調査実施時点の違いのために，調査時点の年齢は国によって数年の違いがあ

ることになる３）．なお，分析では，日本GGSデータについては抽出確率と回収バイアス

を考慮したウェイト変数を，他のデータについては抽出確率を考慮したウェイト変数を用

いている．

従属変数として用いたのは最初の離家年齢である．日本GGSでは，Wave2で初めて離

家年齢の項目が設けられ，「あなたは今までに親の世帯を3ヶ月以上離れてくらしたこと

がありますか．」という設問によって，離家経験のある者については経験時の年齢をたず

ねている．ドイツおよびイタリアデータもほぼ同様の形式の設問を含むが，ドイツが月単

位で測定しているのに対して，日本・イタリアは年単位であるため，以下の比較は年を単

位とした分析として行った．こうした測定のため，以下での多変量解析では離散時間ロジッ

トモデルを用いたイベント・ヒストリー分析を行っている．どのような理由で離家するか

によって離家に影響する要因が異なることを先行研究が示していることから，本来は離家

の理由別に推定を行うことが望ましい．データによって離家理由の判定に必要な変数が揃

わないこともあり，本稿ではそうした推定を行っていないが，以下の分析結果の解釈にお

いてはこの点に注意する必要がある．

分析にあたっては，男女別に15歳以降34歳以下の間に経験された離家タイミングの規定

要因を推定した．このレンジは，14歳以前の離家は数が少ないのみならず，本人の主体的

選択とは異なる理由による離家が多く含まれると考えられること，また，いずれの国も離

家年齢の97％以上は34歳以前に分布していることに基づいて設定した．
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3）調査時点での年齢分布の違いのため，コーホート変数の解釈については注意を要する．



日本・イタリア・ドイツのデータに含まれる変数の違いのため，分析では限定された説

明変数を用いた．すなわち，出生コーホート（1966-75年コーホートを基準にその前後に

区分），きょうだい数，学歴，初職（ドイツ除く），父学歴，本人15歳頃時点での父職であ

る．初職は時間依存変数として投入した．また，学歴については，学卒年齢の変数が利用

できなかったイタリアを除いて，学卒ダミーを時間依存変数として同時に投入した．なお，

これら以外に，本人が15歳時点での母親の就労上の地位にかんする変数が各国で利用可能

であったが，予備的な分析において有意な関連を持たないことが判明したため，本稿では

用いていない．各国の分析で用いた変数の構成および記述統計については，本稿末尾の付

表を参照されたい．なお，以下の多変量解析の表に示していないが，いずれのモデルも15

～34歳のダミー年齢変数を投入し，ロバスト標準偏差を用いている．

多変量解析として，離散時間ロジットモデルを用いた推定を行った．推定では，各説明

変数の主効果のみを含めたモデルと，父親および本人の社会経済的地位とコーホートの交

互作用効果を含めたモデルを推定した．

Ⅳ 結果

1． 離家経験割合の比較
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表１ 各年齢までの離家経験割合（K-M推定）

日本 男性 女性
1954-65年 1966-75年 1976年－ 1954-65年 1966-75年 1976年－

20 53％ 46％ 29％ 41％ 35％ 31％
23 61％ 59％ 37％ 56％ 50％ 43％
25 67％ 66％ 46％ 66％ 62％ 52％
28 73％ 72％ 52％ 74％ 72％ 61％
30 76％ 76％ 52％ 78％ 76％ 63％
35 79％ 78％ - 80％ 79％ -

N 629 404 251 810 567 382

ドイツ 男性 女性
1954-65年 1966-75年 1976年－ 1954-65年 1966-75年 1976年－

20 52％ 46％ 51％ 66％ 57％ 63％
23 74％ 70％ 81％ 86％ 82％ 86％
25 84％ 83％ 86％ 92％ 91％ 93％
28 90％ 91％ 96％ 96％ 96％ 99％
30 94％ 96％ - 97％ 98％ -
35 96％ 97％ - 99％ 98％ -

N 934 598 642 1246 866 697

イタリア 男性 女性
1954-65年 1966-75年 1976年－ 1954-65年 1966-75年 1976年－

20 15％ 13％ 9％ 27％ 16％ 12％
23 31％ 22％ 17％ 53％ 33％ 25％
25 44％ 31％ 24％ 66％ 47％ 37％

28 64％ 49％ - 80％ 66％ -
30 73％ 61％ - 85％ 74％ -
35 84％ 76％ - 92％ 85％ -

N 4181 3604 2913 4506 3686 2843



多変量解析に先立って，以下の分析で用いた3つのコーホート別に，Kaplan-Meier推

定による離家経験割合の推定値を示した（表1）．なお，表2以下の多変量解析では34歳

までの離家のみを対象としたが，ここでは参考のため35歳までを集計した．

離家のタイミングはドイツが最も早く，次いで日本，イタリアの順となる．たとえば女

性の1966-75年コーホートでは，28歳までに離家した割合は，ドイツで96％に達するのに

対して，日本は72％，イタリアでは66％にとどまっている．コーホートによる違いをみる

と，日本については男女ともに1976年以降コーホートにおいて顕著な離家の遅れが進んで

いる．これに対してイタリアでは遅延は1966-75年コーホートから既に進んでおり，離家

の遅れが相対的に早くから継続的に進んできたことが分かる．一方ドイツは，1966-75年

コーホートにかけて男女ともに離家の遅れが観察されるが，1976年以降コーホートでは逆

に離家が早まり，1954-65年コーホートと同じ水準に戻っている．ドイツのこうした傾向

については，前述のKonietzkaら（2003）も同様の傾向を指摘していたところである．

Ⅱでみたように，日本とドイツでは離家とパートナーシップ形成の結びつきが相対的に

弱く，イタリアでは強いという違いがあるのに対して，離家タイミングの変化については

日本とイタリアが類似しており，ドイツは大きく異なっているということは興味深い．

2． 日本の離家年齢の分析

日本GGSデータからのイベント・ヒストリー分析（離散時間ロジットモデル）におい

て対象となったサンプルのサイズは男性1,203名（11,176人年），女性1,627名（15,694人年）

である．離家年齢の中央値（Kaplan-Meier推定）は男性が22歳，女性が23歳であった．

分析に用いた説明変数の記述統計は本稿末尾に示した．

分析結果を表2に示す．モデル1についてコーホートの効果をみると，1965年以前コー

ホートと対比して，1976年代後半以降のコーホートで有意に離家が遅延する傾向がある．

きょうだい数が多いほうが，また，高校以降の教育を受ける場合に，男女ともに離家は早

まっている．

初職の効果は，男性については初職が正規である場合に対して非正規・無職であること

は有意に離家を遅くしているが，女性については有意ではない．正規に対してその他であ

る場合には男女ともに離家が有意に遅くなっている．

出身階層にかんする変数について，父親の学歴は有意な効果を持たないが，回答者が15

歳時の父親の職業については，男性では常雇で専門・管理ならびに自営の場合に，常雇そ

の他である場合に比べて離家は早くなる傾向がある．これに対して女性については，父職

がその他か既に死去していた場合に離家が有意に早まる．総じて出身階層の効果は強くな

いことがうかがわれるが，男性について父親が専門・管理職である場合の効果がみられた

ということは，親の有する資源へのアクセスが就学の機会を高めることなどを通じて離家

を早めている可能性を示唆している．一方女性については，相対的な資源の少なさが離家

の遅延をもたらしている可能性が示唆されるが，ここにみられる男女差は離家の生じる理

由が男女で異なっていることを反映している可能性もある．
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モデル2には，モデル1で有意であった初職変数と父職変数について，コーホートとの

交互作用を含んだ推定結果を示した．男性では初職が非正規・無職である場合に離家が遅

れる程度は1976年以降コーホートでは弱まっている（ただし10％水準で有意）．女性では

父職が「その他／既に死去」の場合に離家が早まる程度は1976年コーホートで強まってい

る．この点は，女性では1960年代以降のコーホートで片親が死去している場合に就職によ

る離家が促進されている可能性があるとした福田（2003）の知見と整合的な結果であるこ

とは興味深いが，ここで用いた父親職にかんするカテゴリには多様なケースが含まれてい

ること，ここでの分析は離家の理由別に行っていないことから，解釈にあたっては更に細

かな分析が求められるだろう４）．
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表２ 離家年齢に関する離散時間ロジット分析の結果（日本）

男性 女性

モデル1
Exp（・）

モデル2
Exp（・）

モデル1
Exp（・）

モデル2
Exp（・）

出生コーホート（ref＝1954-65年）

1966-75年 0.91 0.94 0.93 0.91
1976年以降 0.53*** 0.44** 0.67*** 0.65*
きょうだい数 1.21*** 1.21*** 1.20*** 1.21***

学卒$ 1.60** 1.57* 0.87 0.87
学歴（ref＝高校）
中学 1.36・ 1.37・ 1.97** 2.03**

専門／短大 1.72*** 1.73*** 1.45*** 1.46***
大学以上 2.23*** 2.26*** 1.63*** 1.62***
初職$（ref＝正規）
非正規・無職 0.43** 0.37** 0.76 0.68
その他 0.66** 0.61** 0.54*** 0.62**
父学歴（ref＝高校以下）
高卒以降 1.15 1.16 1.06 1.07
その他／既に死去 1.01 1.00 1.12 1.11
本人15歳時の父職（ref＝常雇その他）
常雇専門・管理 1.40** 1.37・ 1.11 1.10
自営 1.28* 1.39* 1.09 0.99
その他／既に死去 1.14 1.24 1.53** 1.19
初職非正規×1966-75年コーホート 1.00 0.78
初職非正規×1976年以降コーホート 1.60・ 0.79
初職その他×1966-75年コーホート 1.05 1.13
初職その他×1976年以降コーホート 2.56 2.69
父職専門×1966-75年コーホート 1.07 1.00
父職専門×1976年以降コーホート 1.00 1.04
父職自営×1966-75年コーホート 0.94 1.24
父職自営×1976年以降コーホート 0.56 1.08
父職その他×1966-75年コーホート 0.77 1.43
父職その他×1976年以降コーホート 1.01 2.23**

Nperson-years 11176 11176 15694 15694
Npersons 1203 1203 1627 1627
WaldChi2 3655.28 3677.23 5544.74 5499.74

・p＜.10.*p＜.05.**p＜.01.***p＜.001
$ 時間依存変数

4）この点に関連して，稲葉（2008）は2005年SSM調査データを用いた分析により，15歳時点で父親と離別し

ている場合とそうでない場合との間における短大以上への進学率の格差が，近年のコーホートほど拡大してい

ることを明らかにしている．



3． ドイツの離家年齢の分析

次に，ドイツGGSデータを用いた分析結果を報告する．対象となったサンプルの規模

は男性1,964名（13,796人年），女性2,455名（14,899人年）である．離家年齢の中央値は男

性が20歳，女性が19歳であった．分析に用いた説明変数の記述統計は末尾に示す．ドイツ

データは本人の初職に関する変数を含んでいないため，日本などとの比較については注意

が必要である５）．

分析の結果は表3に示す．モデル1について，男性と女性に共通して，1965年以前コー

ホートと比べて，1966-75年コーホートでは離家が遅延する傾向が見られたが，1976年以

降のコーホートでは1965年以前コーホートと有意な違いが見られなくなっており，表1に
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表３ 離家年齢に関する離散時間ロジット分析の結果（ドイツ）

男性 女性

モデル1
Exp（・）

モデル2
Exp（・）

モデル1
Exp（・）

モデル2
Exp（・）

出生コーホート（ref＝1954-65年）
1966-75年 0.86* 0.92 0.80*** 0.80**
1976年以降 1.06 1.08 0.92 0.93

きょうだい数 1.06* 1.07** 1.05* 1.06*
学卒$ 1.11 1.10 1.21* 1.21*
学歴（ref＝uppersecondary）
lowersecondary 0.87 0.84 0.90 0.91
post-secondarynon-tertiary/training 1.13 1.12 1.28・ 1.28・
tertiary 1.32** 1.30** 1.34*** 1.34***

父学歴（ref＝uppersecondary）
lowersecondary以下 1.11 1.21 0.72* 0.86
post-secondarynon-tertiary 1.18・ 1.16 0.82* 0.82・
tertiary 1.41** 1.72** 1.19* 1.14
その他／既に死去 0.89 1.04 1.15 1.23

本人15歳時の父職（ref＝一般労働者）
上層ホワイト 1.06 1.06 0.85・ 0.85・
自営／農民 0.94 0.94 1.03 1.02
その他／既に死去 1.26 1.20 1.12 1.12

父学歴LS以下×1966-75年コーホート（a） 0.86 0.76
父学歴LS以下×1976年以降コーホート 0.79 0.72
父学歴PS×1966-75年コーホート（a） 0.94 0.91
父学歴PS×1976年以降コーホート 1.20 1.19
父学歴T×1966-75年コーホート（a） 0.82 1.19
父学歴T×1976年以降コーホート 0.69・ 0.97
父学歴その他×1966-75年コーホート 0.56 0.81
父学歴その他×1976年以降コーホート 1.73 1.16

Nperson-years 13796 13796 14899 14899
Npersons 1964 1964 2455 2455
WaldChi2 3742.81 3766.64 3963.74 4094.90

・p＜.10.*p＜.05.**p＜.01.***p＜.001
$ 時間依存変数
（a）LS＝lowerseconday,PS＝post-sedondarynon-tertiary,T＝tertiary

5）ドイツデータの分析において，離家年齢が欠損値であった1割強は分析から除いており，この欠損にかんす

るウェイト付けなどは行わなかったことから，分析対象となったサンプルにバイアスが生じている可能性があ

ることにも注意が必要である．



みられる傾向がここでも確認できる．また，男女ともにきょうだい数が多い場合に，

tertiary以降の教育を受ける場合に離家が有意に早まっているのは日本と同様である．

出身階層の影響については，父親の学歴は一部のカテゴリに男女逆の傾向がみられるも

のの，tertiary以降である場合に離家が早まることは男女で共通する．なお，父親の死去

を含むカテゴリは有意な違いを示していない．本人15歳時の父職については，男性では有

意な効果が見られないが，女性では父が一般労働者である場合に対して上層ホワイトカラー

である場合に離家が遅くなる傾向が見られた（ただし10％水準で有意）．

男女ともにモデル1で有意な効果を示した父学歴とコーホートとの交互作用項を含んだ

モデル2では，男性について，父学歴がtertiaryである場合に離家が早まる程度は1976

年以降コーホートでは弱まる傾向が見られる（ただし10％水準で有意）．しかしそれ以外

の交互作用項はいずれも有意でなく，出身階層の影響はほとんど3つのコーホート間で変

化していないことが示唆される．

4． イタリアの離家年齢の分析

最後に，イタリアGGSデータを用いた分析結果を提示する．対象となったサンプルの

規模は男性10,698名（123,359人年），女性11,035名（110,133人年）である．離家年齢の中

央値は男性が28歳，女性が25歳であった．分析に用いた説明変数の記述統計は末尾に示す．

なお，最終学歴到達年の変数はこの分析にあたって利用できたイタリアデータからは得ら

れなかったため，モデルの学歴変数は時間依存変数ではないことには注意が必要である．

モデル1でコーホートの影響をみると，1965年以前コーホートと対比して，1966-75年

コーホートおよび1976年以降のコーホートで有意に離家が遅延する傾向がある．きょうだ

い数が多い場合に離家が早まる傾向があることは日本・ドイツと共通する．初職について

は，男女に共通して，初職が正規の場合に対して非正規・無職である場合には有意に離家

が遅れる傾向が見られるが，その効果は男性で大きい．なお女性について，初職が非正規・

無職である場合に離家が遅延する傾向が有意であることは，日本の女性とは異なっている．

父学歴については，uppersecondaryに対して「その他／既に死去」（不明を含む）で

ある場合に離家が早まる傾向があることが男女に共通しているが，この意味は解釈しにく

い６）．女性については父学歴がtertiaryである場合に有意に離家が早まっている（ただし

10％水準）．男女ともに，父学歴が高いことが離家に及ぼす効果は大きくないようである．

父職の効果をみると，男性では父が一般労働者である場合に対して上層ホワイトカラーで

ある場合に離家が早まる傾向が観察されるが（10％水準で有意），強い効果を示している

とはいえず，女性では父職はまったく有意な効果がみられない．
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6）このカテゴリに占める「既に死去」ケース，親が離婚を経験しているケースの占める割合は合計で2割程度

であるため，ほとんどが死別・離別以外の理由で父学歴が不明となっている．（これら要因をダミー変数とし

て統制したモデルでもこのカテゴリの効果はほとんど変わらないことを確認している．）



初職および父学歴とコーホートとの交互作用項を含んだモデル2をみると，男女ともに

父学歴が「その他／既に死去」の場合に離家が早まる傾向が近年のコーホートで強まって

いる．女性では，初職が非正規・無職である場合に離家が遅れる傾向が近年のコーホート

で強まっていること，父学歴がtertiaryである場合に離家が早まる傾向が近年のコーホー

トで強まっていることが確認できる．交互作用項の効果が男女で異なってあらわれている

ことは，イタリアで結婚による離家が支配的であることを考えると，過去数十年のあいだ

に女性の職業キャリアがライフコースにおける重要性を増したために，女性本人の階層的

地位や出身階層が結婚行動に与える影響が近年のコーホートで強まってきたことを示唆し

ていると解釈することができる．
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表４ 離家年齢に関する離散時間ロジット分析の結果（イタリア）

男性 女性

モデル1
Exp（・）

モデル2
Exp（・）

モデル1
Exp（・）

モデル2
Exp（・）

出生コーホート（ref＝1954-65年）

1966-75年 0.76*** 0.83・ 0.72*** 0.78**
1976年以降 0.61*** 0.71* 0.50*** 0.42***
きょうだい数 1.15*** 1.15*** 1.09*** 1.09***

学歴（ref＝uppersecondary)
lowersecondary 1.19** 1.21** 0.84*** 0.84***
tertiary 0.99 0.99 1.43*** 1.43***

初職$（ref＝正規）
非正規・無職 0.36*** 0.36*** 0.71*** 0.80***
その他 0.95 0.89 1.05 0.91
父学歴（ref＝uppersecondary)
lowersecondary以下 0.95 1.05 1.01 0.96
tertiary 0.95 0.82 1.16・ 0.96
その他／既に死去 1.26* 1.09 1.44** 1.37*
本人15歳時の父職（ref＝一般労働者）
上層ホワイト 1.15・ 1.17・ 0.95 0.95
自営 1.00 1.00 0.97 0.97
その他／既に死去 1.15* 1.15* 1.00 1.00
初職非正規×1966-75年コーホート 1.01 0.80***
初職非正規×1976年以降コーホート 1.01 0.80*
初職その他×1966-75年コーホート 1.17 1.24
初職その他×1976年以降コーホート 0.77 2.04*
父学歴LS以下×1966-75年コーホート（a） 0.85 1.00
父学歴LS以下×1976年以降コーホート 0.78 1.31*
父学歴T×1966-75年コーホート（a） 1.32 1.22
父学歴T×1976年以降コーホート 1.56 2.15**
父学歴その他 ×1966-75年コーホート 1.60* 0.94
父学歴その他×1976年以降コーホート 1.90・ 2.05*

Nperson-years 123359 123359 110133 110133
Npersons 10698 10698 11035 11035
WaldChi2 28981.90 29052.84 29890.98 29576.37

・p＜.10.*p＜.05.**p＜.01.***p＜.001
$ 時間依存変数
（a）LS＝lowerseconday,T＝tertiary



Ⅴ 考察と結論

本稿では日本・ドイツ・イタリアについて近年の大規模調査データを用いて離家年齢に

かんする記述的検討とイベント・ヒストリー分析を行い，少子化の進むこれら諸国におい

て離家の動向と離家を規定する要因について比較を行った．分析からは，概略以下のよう

な結果が得られた．

まず，最初の離家が生じるタイミングについては，ドイツが最も早く，次いで日本，イ

タリアの順となっており，その違いの程度も小さくないことが確認された．また，離家タ

イミングの変化について，日本とイタリアでは近年のコーホートほど離家が遅れるという

傾向が観察されたが，離家の遅れは日本よりもイタリアで早く始まっていた．一方，ドイ

ツでは分析対象としたコーホートの間では離家が継続的に遅れるという傾向は観察されな

かった．

先進諸国の間で離家年齢の違いが小さくないこと，欧州諸国にみられる違いには文化差

や社会政策のあり方の違いなどが関連しているように見えることは，先行研究のなかでも

指摘されてきている（Jones1995;Billari2004）．本稿の分析対象とした三ヶ国は，少子

化という点で共通性が高いものの，離家のあり方には大きな違いが観察される．離家と結

婚との共時性／非共時性という点では，日本はドイツに近いものの，離家タイミングの変

化傾向にかんしては日本はイタリアに近い．離家のあり方の変化は，晩婚化や少子化の動

向と密接に関連しているが，独自の特徴を有している．いっけん類似した人口現象を「家

族主義」などの曖昧な概念で説明する傾向が一部にみられるが（Tabuchi2008），離家に

かんして日本とイタリアの間にみられる違いは，そうした解釈にはそぐわないものである

ように思われる．当然ではあるが，離家のあり方のバリエーションがどのような要因で説

明できるのかについては，歴史的・文化的要因や，制度的要因を視野に入れて多面的に検

討していく必要があるだろう（Billari2004）．とくに，離家にかんする政策的な関心（た

とえば失業給付や職業訓練と離家との関係）からは，比較福祉国家論的な分析が取り入れ

られることが望ましい．その際，本稿では利用できなかったコンテクスチュアル・データ

を利用した研究が今後は進められる必要がある．

次に，本稿では離家を規定する要因についても三ヶ国の比較を行った．そのなかで，出

身階層の効果については，日本の男性とドイツの男女については，出身階層が高い場合に

相対的に離家が早い傾向が観察されたが，父学歴の効果が有意であったのはドイツのみで

あるなど，関連を示す変数は異なっていた．また，イタリアでは出身階層は概して離家と

強い関連を示していなかった．本人の初職の影響については，変数が利用可能であった日

本とイタリアの比較からは，初職の就業上の地位が離家におよぼす影響は共通して男性で

強いこと，日本女性では初職と離家との関連は明確ではないことも明らかになった．親や

本人の階層的地位と離家タイミングとの関係には，共通する点もみられるとはいえ，これ

ら三ヶ国では少なからぬ違いがみられることがうかがわれる．
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こうした違いをもたらす要因としては，ここで対象としている最初の離家が生じる文脈

が異なることだけでなく，離家と社会経済的要因の結びつき方や，高学歴化や社会階層の

変動のタイミングが国によって異なっているといった可能性が考えられる．また，そうし

た違いは，福祉政策などの違いによって媒介されている可能性もある（Billari2004）．本

稿では検討できなかった，離家からの「戻り」（鈴木 2007）まで視野に含めるならば，そ

うした論点はより重要になると考えられる．離家と貧困との関連については，ECHPな

どのパネルデータを用いた国際比較研究が近年進んでおり（Aassveetal.2007;Aassveet

al.2002），本人の階層的地位と離家との関連が国によって異なることなどが明らかにされ

つつある．本稿の分析からはこうした論点について詳述することはできないが，今後の研

究においては，離家の理由別の比較分析を深めるのみならず，より多くの社会経済的変数

を含んだモデルを検討するとともに，離家と社会経済的状況との関連のダイナミクスを捉

えられるようなパネルデータを用いた分析が必要になるだろう７）．

最後に，本稿の分析では，出身階層や初職が離家タイミングに及ぼす影響がコーホート

によって異なる程度については，顕著な違いではないものの，国による違いがあることが

うかがわれることも確認された．こうした違いにかんして，これらが産業構造や職業キャ

リアのあり方の変化に関係するのか，本人の教育達成をめぐるメカニズムとその変化に関

係しているのか，離家をめぐる価値観の変化などと関係するのかなどの論点を検討するこ

とは興味深く重要な課題であるが，前述したコンテクスチュアル・データを用いた分析を

通じて今後検討していきたい．

まとめに代えて，本稿の分析から示唆される政策的インプリケーションを一つ指摘して

おこう．近年の離家の遅れの背景にあると考えられる，過去20年ほどの間に生じた若者の

教育および雇用をめぐる大きな変化は，離家に対して及ぼす本人および親の社会経済的地

位の影響が強まっていることを予想させるものだが，本分析からはそうした結果は得られ

なかった．このことが，経済環境の変化にもかかわらず若者本人やその出身家庭の有する

資源の多寡とは関係なく離家が生じ続けているということを意味するとすれば，離家後の

生活のために十分な資源を持たないにもかかわらず早く離家する若者と，それ以外の若者

の間に，結果として一種の「格差」が拡大している可能性があると考えることもできよう．

一方で，離家タイミングそのものと重なるものではないが，稲葉（2008）のように，出身

家庭の状況が教育達成に及ぼす影響は強まっているということを示唆する知見もある．若

者の成人期への移行をめぐる困難を本人や家族のみに負わせるのではなく，スムーズな移

行を権利として保障していくことが望ましいとすれば，離家をめぐって生じている問題を

的確に把握し，政策課題を明らかにすることが求められる．今後の研究はとくにこうした

課題に関連して優先的に進められることが求められるだろう．
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7）GGSデータによるパネルデータ分析は日本についてはすでに可能であるが，国際比較を優先した本稿では

報告しなかった．
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付表Ａ 離家年齢の分析に用いられた変数の記述統計（日本）

男性 女性 男性 女性

時間一定変数 ％または平均 ％または平均 時間依存変数 平均（SD） 平均（SD）
N 1203 1627 N（人年） 11176 15694
出生コーホート 1954-65年 50.4 46.7 学卒 0.553（0.497） 0.577（0.494）

出生コーホート 1966-75年 32.2 33.1 初職 正規 0.433（0.496） 0.468（0.499）
出生コーホート 1976年以降 17.5 20.3 初職 非正規・無職 0.530（0.499） 0.517（0.500）
きょうだい数 1.51 1.54 初職 その他 0.037（0.188） 0.015（0.122）
学歴 中学 7.9 4.1
学歴 高校 38.5 39.5
学歴 専門／短大 18.1 40.5
学歴 大学以上 35.5 16.0
父学歴 高校以下 63.0 63.4
父学歴 高卒以降 20.6 20.5
父学歴 その他* 16.4 16.1
本人15歳時の父職 常雇専門・管理 21.3 21.8
本人15歳時の父職 常雇その他 38.9 40.2
本人15歳時の父職 自営 28.7 28.1
本人15歳時の父職 その他* 11.1 9.9

*その他には「不明」「すでに死亡・離別」を含む．

付表Ｂ 離家年齢の分析に用いられた変数の記述統計（ドイツ）

男性 女性 男性 女性
時間一定変数 ％または平均 ％または平均 時間依存変数 平均（SD） 平均（SD）

N 1964 2455 N（人年） 13796 14899
出生コーホート 1954-65年 44.5 45.5 学卒 0.301（0.459）0.273（0.445）
出生コーホート 1966-75年 27.5 31.6
出生コーホート 1976年以降 28.0 22.9
きょうだい数 1.57 1.62
学歴 lowersecondary 3.2 3.4
学歴 uppersecondary 66.1 68.9
学歴 post-secondarynon-tertiary/stillintraining 10.4 7.0
学歴 tertiary 20.3 20.7
父学歴 -lowersecondary 5.1 3.4
父学歴 uppersecondary 63.3 65.5
父学歴 post-secondarynon-tertiary 12.3 10.7
父学歴 tertiary 14.5 16.0
父学歴 その他* 4.8 4.4
本人15歳時の父職 上層ホワイト 12.8 11.9
本人15歳時の父職 一般労働者 69.4 69.2
本人15歳時の父職 自営／農民 11.7 12.6
本人15歳時の父職 その他* 6.1 6.2

*その他には「不明」「すでに死亡・離別」を含む．
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付表Ｃ 離家年齢の分析に用いられた変数の記述統計（イタリア）

男性 女性 男性 女性
時間一定変数 ％または平均 ％または平均 時間依存変数 平均（SD） 平均（SD）

N 10698 11035 N（人年） 123359 110133
出生コーホート 1954-65年 39.1 40.8 初職 正規 0.405（0.491） 0.318（0.466）
出生コーホート 1966-75年 33.7 33.4 初職 非正規・無職 0.521（0.500） 0.658（0.474）

出生コーホート 1976年以降 27.2 25.8 初職 その他 0.074（0.261） 0.024（0.154）
きょうだい数 1.78 1.79
学歴 lowersecondary 43.5 39.0

学歴 uppersecondary 47.0 49.2
学歴 tertiary 9.5 11.8
父学歴 -lowersecondary 76.5 76.5

父学歴 uppersecondary 16.8 16.5
父学歴 tertiary 4.4 4.7
父学歴 その他* 2.3 2.4
本人15歳時の父職 上層ホワイト 6.7 6.8
本人15歳時の父職 一般労働者 56.6 56.5
本人15歳時の父職 自営／農民 27.9 27.0
本人15歳時の父職 その他* 8.8 9.7

*その他には「不明」「すでに死亡・離別」を含む．



―44―

Home-LeavingandItsDeterminantsinJapan,GermanyandItaly

RokuroTABUCHI

Researchsuggeststhatlowest-lowfertilityiscloselyconnectedtothechangesinleavinghome

amongyouths.UsingrecentdatafromGenderandGenerationSurveyofJapan,GermanyandItaly,

thisstudyexaminedandcomparedthetrendofleavinghomeandthepredictorsofageatfirst

leavinghomeexperiencedbetweentheagesof15and34years.Comparisonofthetrendsof

home-leavingshowedthatthedirectionandthetimingofchangeweredifferentamongthethree

countries.Resultsfromtheeventhistoryanalysisshowedthattheeffectsofsocio-economicstatus

oftherespondentsandtheirfathersonthetimingoffirsthome-leavingdifferedamongthe

countries.Moreover,theextenttowhichtheseeffectsvariedbetweencohortswasalsodifferent

amongthecountries.


